

介護保険　住宅改修の手引き
－手引き作成の目的－
出雲市においては、従来から介護保険における住宅改修の手続きについて、ケアマネジャーの皆様に利用者（被保険者）に代わって行っていただいております。
この手引きは、申請手続きの基本事項等について、ご理解をいただくためにケアマネジャーの皆様用に作成したものです。業務の参考にしていただければ幸いです。
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１．住宅改修費の支給・対象要件について
（１）支給概要
介護保険で認定を受けている方が、自宅で生活される場合に、住み慣れた家で自立した生活を送るため、自宅の住宅改修工事を行うとき、申請して認められると、改修費用の９割～7割が住宅改修費として支給されます。住宅改修費の対象となる改修費用は、同一の住宅で２０万円が限度となります。
ただし、工事の前に必ず事前の申請が必要です。着工後の受付は一切できませんので、ご注意ください。
（２）対象要件
住宅改修は、以下の要件を満している場合に対象となります。
　　　① 介護認定を受けており、認定有効期間中である。（申請中を含む）
　　　② 新築・増築ではない。
　　  ③ 住宅改修を行う家屋は、現在居住している住所地であり、被保険者証に記載されている住
所である。
　　　④ 申請者本人が在宅である。（入院中または入所中の期間は、支給申請対象外となります）
　　　⑤ 工事内容が介護保険制度の給付対象であり、事前申請の書類（理由書）にその必要性につ
いて記載されていること。
(３) 留意点
　 　① 介護認定申請中または、入院中や施設入所中の方について
介護認定申請中、または入院中や施設入所の方は、事前申請（着工前）はできますが、
支給申請（完了後）ができるのは、認定結果が出てから、または退院・退所した後になります。（一時帰宅中の支給申請はできません）そのため、認定結果が「非該当」の場合や、退院、退所できなかった場合は、住宅改修費の支給を受けることができなくなります。
② １つの住宅に複数の被保険者がいる場合の改修について
１つの住宅に複数の被保険者がいる場合は、各被保険者ごとに住宅改修の申請を行うこと
ができます。ただし、複数の被保険者に係る住宅改修を行う場合は、各被保険者ごとに必要とする箇所を工事対象とし、重複しないようにする必要があります。
（例）手すりを複数箇所設置した場合は、被保険者ごとに箇所を分けてそれぞれに申請がで
きます。ただし、同一便器の取り替えに４０万円を要した場合、２０万円ずつ申請することはできません。
③ 他のリフォーム事業との関連について
　　出雲市住宅リフォーム助成事業や、しまね長寿の住まいリフォーム助成事業など別の補助
事業と合わせて申請する場合は、介護保険の住宅改修と工事箇所が重複しないようにしてく
ださい。
２．手続きの流れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・介護認定を受けており、認定有効期間で
あるか確認してください。（申請中を含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・改修の内容、場所、必要性等について、担当ケアマネジャーなどに相談してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ・希望する施工業者を申請者が選択し、改修内容を協議し、見積書を依頼してください。　　　

・担当ケアマネジャーを通じて、必要書類を　　　　　　　　　　揃えて市へ申請してください。　　　　　

· 　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・申請内容を確認し、改修内容が適切であれば
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　市から承認通知書を送付します。

　　・工事　　　　　　　　　　　　　　　　 ・工事の内容に変更があった場合は、必ず市へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ご相談ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・工事が完了したら、担当ケアマネジャーへその旨を報告してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・工事完了後、担当ケアマネジャーを通じて、必要な書類を添付して支給申請書を市へ提出します。

· 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・市は、受理した支給申請書類を確認、審査し
ます。審査の結果、支給が適切と認められる場合は、支給決定を行い、「介護保険償還払支給決定書」を申請者（被保険者）宛に送付します。その後、指定された金融機関の口座に支払います。 
３．対象となる工事　
（１）下記に示す①～⑥の工事に限ります。
① 手すりの取り付け

廊下、トイレ、浴室、玄関、玄関から道路までの通路等に転倒予防もしくは移動または移
乗動作に資することを目的とする工事です。
（注）工事を伴わない手すりの取り付けは対象外で｢福祉用具貸与｣を利用します。
また、工事を伴わない浴槽用手すりは対象外で｢福祉用具購入費｣の対象となります。
② 段差の解消
廊下・トイレ、浴室・玄関等の床段差の解消や敷居の撤去、スロープの設置等の工事です。
（注）昇降機やリフトなどの動力により段差を解消する機器を設置する工事は対象外です。
工事を伴わないスロープの設置は対象外で｢福祉用具貸与｣を利用します。
また、工事を伴わない浴室内すのこは対象外で｢福祉用具購入費｣の対象となります。
③ 滑りの防止および移動の円滑化のための床または通路面の材料の変更

畳敷きからフローリングやビニール系床材への変更、浴室を滑りにくいものに変更するな
どの工事です。また、滑り防止のために表面を溝加工するなどの工事も対象となります。
（注）容易に持ち運びができるものについては対象外となります。
④ 引き戸などへの扉の取り替え
開き戸を引き戸やアコーディオンカーテンなどへの取り替えをする工事です。
ドアノブの変更や戸車の設置も対象となります。
（注）引き戸等への扉の取り替えに合わせて自動ドアとした場合は、動力部分の設置費用相当額は対象外となります。
⑤ 洋式便器などへの便器の取り替え

和式便器を洋式便器に取り替えや、既存の便器の位置や向きを変更する工事です。
便器の取り替えに伴う場合に限り、洗浄機能等が一体となっている便器の設置も対象となります。
（注）すでに洋式便器である場合は対象外です。また、水洗化や簡易水洗化とするための工事
は対象外です。また、据置きの腰掛便座やポータブルトイレは対象外で｢福祉用具購入費｣の対象となります。
⑥ その他ア～オの改修に伴う必要な工事（付帯工事）
ア　手すりの取り付けのための壁の下地補強など。
イ　スロープ等を設置するために床を解体・撤去する費用など。
ウ　床材の変更のための下地補修、または通路面の材料変更のための路盤の整備など。
エ　扉の取り替えに伴う壁、または柱の改修工事など。
オ　便器の取り替えに伴う給排水設備の接続部分の工事など。
（注）便器の取り替えに伴い水洗化、または簡易水洗化にされた場合、水洗化にかかる給排水工事や電気工事は、付帯工事としては対象になりません。また、便器の取り替えに伴い、暖房付き便座や洗浄機能の便器を設置した場合の電気工事も対象とはなりません。
（２）留意点
申請者（被保険者）または家族が自ら材料を購入し、住宅改修を行う場合は、材料費のみが支給対象となります。（工賃は含まれません）この場合、見積書は購入先の業者、または家族等が作成することになります。また、材料を購入する前に事前申請の手続きが必要です。
　
　
４．事前申請の手続き
（１）提出書類
① 住宅改修事前審査票 兼 承認通知書
ア　申請者（被保険者）の住所・氏名及び申請日を記載してください。
イ　申請者（被保険者）の氏名・住所は、被保険者証に記載されているものと同一です。
ウ　入院中、入所中の場合は、退院（予定）日、退所（予定）日を記載してください。
　　　　エ　申請書類を提出されてから承認通知書が申請者（被保険者）へ届くまで1週間程度かかりますので、着工予定年月日は申請日の１週間後を目安とし、できるだけ日程に余裕を持って申請を行ってください。（特に急ぎの場合は個別に市へご相談してください）
オ　申請書類提出後、市からの承認通知書が届いてから工事を行ってください。
カ　施工業者が複数の場合は、見積書をそれぞれの業者で作成される場合と、1つの業者がまとめて見積書を作成される場合があります。

※１　見積書を業者ごとに作成された場合
事前審査票（事前申請）にもそれぞれの業者名を記載し、提出してください。支給申請（完了後）の領収書も業者ごとに作成してください。（なお、委任払いはできません）
※２　見積書を1つの業者がまとめて作成された場合
　事前審査票（事前申請）は代表する業者名を記載し、支給申請（完了後）の領収書も代表する業者がまとめて作成してください。（なお、請求書が代表する業者からのものにまとめてあれば、委任払いができます）
キ　申請書等へ誤って記入された場合、修正液・修正テープでの訂正は行わず、二重線により修正してください。
　　
② 工事費見積書

ア　見積書の宛名は、申請者（被保険者）の氏名で記載してください。
イ　見積書には日付及び施工業者等の記載が必要です。
ウ　改修の種類・箇所ごとに部位、内容（仕様）、単価、数量等を区分して記載してください。エ　材工一式の表示は、材工を区分するのが困難な場合を除き、材料費、施工費、諸経費を
　区分してください。
オ　見積書の中に介護保険対象以外の項目が含まれている場合は、保険対象となる部分が分かるよう明示してください。
カ　見積書の計算が正しく合っているかどうかを確認してください。
③ 平面図

ア　改修する箇所（位置）を図面上に分かりやすく記載してください。
イ　図面は、できるだけ家屋の間取りが分かるものをお願いします。
④ 改修前の写真

ア　写真は、改修される箇所ごとに必要です。
イ　写真が複数枚ある場合は、Ａ４用紙に貼付などしてまとめてください。
ウ　写真は、カラー写真で提出してください。
エ　撮影年月日が分かるようにしてください。
⑤ 住宅の所有者の承諾書
ア　申請者（被保険者）と所有者が同一家族の場合であっても、押されている印鑑は別々のものにしてください。
イ　賃貸住宅の場合は、所有者（管理者）の署名・押印が必要です。
ウ　県営住宅・市営住宅の場合は、島根県住宅供給公社から承認が受け、模様替承認通知書の写しを添付ください。
エ　承諾書へ誤って記入された場合、修正液・修正テープでの訂正は行わず、二重線をした上で、所有者（管理者）の印鑑を押印し、訂正してください。

⑥ 理由書
　 ア　被保険者の氏名・住所は、被保険者証に記載されているものと一致させてください。
　 イ　身体状況や改修目的等を具体的に記載してください。
ウ　作成者の欄には、現地確認日、作成日、担当ケアマネジャーの事業所名、氏名が必要です。なお、現地確認日と作成日は申請日の以前日（または同日）にしてください。
エ　理由書へ誤って記入された場合、修正液・修正テープでの訂正は行わず、二重線により修正をしてください。

（２）注意点
①　事前申請の前に過去に支給された住宅改修費を確認してください。（上限２０万円）
②　初めて住宅改修費が支給された住宅改修の着工日時点の要介護度等状態から３段階（要支援２と要介護１は同段階の扱い）以上上がった場合、または、住宅改修費を支給した住宅から転居した場合、転居後の住宅については、再度の申請（上限２０万円）をすることができます。
５．支給申請の手続き
（１）基本項目
①　事前申請を行い、承認通知書を受けている。
②　支給申請日時点で介護認定を受けている。
（新規申請等の場合は、認定を受けるまでは支給申請できません）
③　事前申請時点で入院（入所）中だった場合は、現在は退院（退所）している。
（引き続き入院中、施設入所中の場合は、支給申請できません）
（２）提出書類
①　住宅改修費支給申請書

ア　申請者(被保険者)の氏名・住所は、被保険者証に記載されているものと一致させてください。
イ　着工中または完了後に亡くなった場合は、相続人の氏名・住所を記入してください。
ウ　着工日は、承認日以降の日付となります。

エ　支給申請日は、工事完了日以降の日付となります。また、事前申請時に入院（入所）中だった場合、退院（退所）日以降の日付となります。
②　領収書（償還払い…申請者へ支払う場合）
ア　領収書の宛名は、申請者（被保険者）の氏名を記載してください。

イ　領収書に領収金額、領収日、施工業者名を記載し、施工業者の押印を忘れずにお願いします。また、但し書きの欄にも住宅改修工事であることが分かるように記入してください。（例）手すり取り付け工事代として　等
　　　　ウ　領収日は、支給申請日の以前日（または同日）であり、完成日の以降日（または同日）としてください。
エ　５万円以上の領収書の場合は、収入印紙（割印）が必要です。
オ　支給申請書の口座振替欄には正しい金融機関名、口座番号を記載してください。
③　工事の内訳書（事前申請時の見積書と変更があった場合は、必ず添付してください。変更がない場合は、必ずしも提出の必要はありませんが、施工内容を確認するためにもできるだけ添付してください。）
ア　内訳書の内容は、事前申請時の見積書と同様である。（変更がない場合）
イ　事前申請時の見積書から軽微な変更があった場合は、その内容を記載してください。
ウ　内訳書の金額と領収書（または請求書）の金額については一致させてください。
エ　内訳書の日付と領収書（または請求書）の日付については一致させてください。
④　改修後の写真
ア　写真は、改修箇所ごとに必要です。
イ　写真が複数枚ある場合は、Ａ４用紙に貼付などしてまとめてください。
ウ　写真は、カラー写真で提出してください。

エ　撮影年月日が分かるようにしてください。
オ　撮影年月日は、完成日以降（または同日）となります。
カ　写真は、改修箇所の状況がきちんと確認ができるものをお願いします。
⑤　承認通知書の写し

支給申請書に市から送付された承認通知書の写しを添付してください。

⑥　請求書（委任払い…施工業者へ支払う場合）
ア　請求書の宛名は、申請者（被保険者）としてください。
イ　請求書は、改修費用全額を記載してください。
（介護保険対象部分の請求書ではありません）

ウ　請求書には、施工業者名の記載をしてください。
エ　請求日は、支給申請日の以前日（または同日）であり、完成日の以降日（または同日）となります。
⑦　委任状（委任払い…施工業者へ支払う場合）
ア　委任者欄に申請者（被保険者）の印鑑を押印してください。

イ　受任者欄には、施工業者名及び代表者氏名を記載し、代表者印を忘れないように押印して
ください。
ウ　口座振替依頼欄には、正しい金融機関、口座番号等を記載してください。

⑧　その他
ア　申請書類へ誤って記入した場合は、修正液・修正テープでの訂正はせず、二重線により修正してください。
イ　承認通知書を受けた後、著しい工事の変更がある場合は、市へご相談してください。
なお、場合によっては、再度事前申請を行う必要があります。
※１　再度申請が必要となる場合
事前に申請した改修内容と変更後の改修内容が異なる場合。
　　　 　（例）手すりの取り付け → スロープの設置等
　　　※２　再度申請が必要ない場合
　　　　　上記以外の場合は、支給申請時の内訳書にその旨を記載してください。
（例）材料（仕様）等の追加・削除等
ウ　要介護認定申請中または、入院（入所）している間は支給申請をすることができません。
従って、支給申請は、認定結果が出た後、退院（退所）後に提出してください。入院中などの場合は、事前申請の時点で、必ず担当ケアマネジャーからその旨を説明しておいてください。

エ　工事施工中に申請者（被保険者）が亡くなった場合は、亡くなるまでに行った工事が対象となります。
オ　退院、退所できないまま亡くなった場合は、支給申請ができません。（住宅改修費の支給を受けられません）
カ　申請書類一式の日付の整合性を図ってください。
　支給申請日≧委任状の日付≧請求日（領収日）≧完成日≧着工日≧承認日
　改修後の写真撮影日≧完成日
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介護保険の認定の確認（申請中含む）


　　　　　　　　





担当ケアマネジャーに相談


　　　　　　　　





施工業者の選択・見積書等の依頼








　　　


　　　　　　　　





市へ事前申請の手続き
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工事の完了




















市へ改修費の支給申請手続き


　　　　　　　　





住宅改修費の支給
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